
はしがき

　自転車事故といえば、以前は自転車が自動車に衝突されて被害者となって
しまう交通事故が目立っていましたが、最近では、自転車による加害事故、
特に自転車が歩行者に衝突する事故や、自転車が自転車に衝突する事故が目
に付くようになりました。
　こうした自転車による加害事故によって、時には被害者を死亡させ、ある
いは重度の後遺障害を負わせてしまった加害者に、高額な賠償が命じられた
というようなニュースは、ここ数年間で何度か大きく報道されており、自転
車による加害事故は今や社会問題化しているといえます。
　私たち執筆者一同は、数年前より、このような自転車加害事故について研
究を重ねてきました。

　自転車加害事故をめぐる法律問題については、最近になって特にクローズ
アップされてきた問題点のほか、実は、ずっと以前から変わらずに存在して
いた問題点もあるように思います。
　本書では、新しい問題点のみならず、そうした古くからある問題点も含
め、なるべく多くの論点について取り上げることにしました。こうして本書
においては、自転車加害事故について、民事・刑事・行政・訴訟手続等、
数々の場面で疑問が生じやすいテーマを取り上げることとなりました。
　併せて近年、自転車運転者の交通ルールの周知徹底の必要性が指摘され、
自転車の交通ルールをめぐっては、道路交通法の改正等も頻繁に行われてい
ます。警察庁や国土交通省などの行政庁も、交通ルールの周知徹底に関する
方策を検討したり、都道府県が独自に条例を制定するなどしています。本書
ではこのような点も適宜ご紹介しています。
　また、自転車加害事故については、以前と比べ、加害者となった場合の保
険商品（賠償責任保険）が充実してきていますので、保険についても十分な
紙幅をとって解説を加えました。もっとも、保険商品は次々に新しいものが
出てきますので、詳細については約款等を参照するようにして頂きたいと思
います。
　そして、本書は、自転車事故の相談を受けたり、解決に関わる法律家だけ
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でなく、自転車加害事故の当事者や関係者、それ以外にも、自転車を運転さ
れる一般の方々にも読んでいただきたいと思い、編集いたしました。
　自転車保険が少しずつ普及してきたとはいえ強制保険ではありませんの
で、実情においては、加害者に保険がなくまた十分な賠償資力がないなどの
事情により、被害者が適切な賠償を受けられない場合もあるように思われま
す。同じく自転車保険が普及していないという理由から、自転車加害事故で
は、事故の加害者となってしまった場合の負担も小さくありません。被害者
も加害者もともに、大きな負担を抱えることになる自転車事故、そのような
自転車加害事故が少しでも減少するよう、自転車を運転される一般の方々に
も、自転車をめぐる交通ルールや、事故が生じてしまった場合の負担等につ
いて、正しい知識を持っていただきたいと思います。
　そのため、本書では、法律にあまり詳しくない人にも参考にしていただけ
るように、できる限りわかりやすい説明を行うように心掛けました。
　なお、本書編集作業の終盤、著者校了後に、本書でも多数引用した東京地
裁民事交通訴訟研究会編『民事交通訴訟における過失相殺率の認定基準』の
全訂５版（別冊判例タイムズ38号）が発売となったため、編著者の責任にお
いて、適宜、必要な修正や加筆を行いました。

　道路交通法規が遵守されて自転車事故が減少すること、また万が一自転車
加害事故により被害が生じた場合にも、十分かつ適切な賠償がなされるよう
になることが私たち執筆者一同の願いです。
　本書が、自転車事故の相談を受けたり、あるいは不幸にも事故の当事者と
なってしまった方々にとって、少しでも役に立つものになるよう、さらに、
自転車に乗る全ての方々にとっても、自転車加害事故についての理解が深ま
り、事故の予防に少しでも資するものとなるようにと願っております。
　最後になりましたが、本書の刊行に当たって、株式会社学陽書房の齋藤岳
大氏、髙田龍太郎氏、その他学陽書房の皆様には、多大なご尽力をいただき
ました。心から感謝申し上げます。
　　　2014年７月

編著者　　髙木　宏行
　同　　　岸　　郁子
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凡　　例
●　�本書は、自転車事故に関する問題点や争点を中心に数多くのケースを取り上げ、Ｑ＆
Ａ方式でわかりやすく解説したものです。

●　�法令等の内容は平成26年７月10日現在公布のものによります。
●　�本文中［⇒］のある箇所については、関連事項が矢印の項目番号に詳述してあります。
●　�本文中、法令等および資料は（　　）内に、判例は【　　】内に略記してあります。
つぎの「略記表」を参照してください。

略　記　表

　１　法　令　等
道交 道路交通法
自賠 自動車損害賠償保障法
民 民法
刑 刑法
民訴 民事訴訟法
刑訴 刑事訴訟法
民訴規 民事訴訟規則　　
刑訴規 刑事訴訟規則
国賠 国家賠償法

令 施行令
規 施行規則

　２　判　例
最判 最高裁判所判決
高判 高等裁判所判決
地判 地方裁判所判決
支判 支部判決
大判 大審院判決

　３　資　料
民集 最高裁判所民事判例集
刑集 最高裁判所刑事判例集
判時 判例時報
判タ 判例タイムズ
交民 交通事故民事裁判例集
自保ジ 自保ジャーナル
刑月 刑事裁判月報
裁判集民 最高裁判所判例集民事
裁判集刑 最高裁判所判例集刑事
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執務資料道交法16訂	 道路交通執務研究会編著、野下文生原著
	 『16訂版　執務資料 道路交通法解説』（東京法令出版、

2014年）
過失相殺の分析	 日弁連交通事故相談センター東京支部過失相殺研究部会 

編著
	 『自転車事故過失相殺の分析　歩行者と自転車との事

故・自転車同士の事故の裁判例』（ぎょうせい、2009
年）

別冊判タ38号	 東京地裁民事交通訴訟研究会編
	 『民事交通訴訟における過失相殺率の認定基準（全訂5

版）』
	 （別冊判例タイムズ38号、2014年）
赤い本（2014年版）　　日弁連交通事故相談センター東京支部編
	 『民事交通事故訴訟損害賠償額算定基準（2014年版 )』
	 ※２分冊のため上下巻あり

高検速報 高等裁判所刑事裁判速報
判自 判例地方自治
訟月 訟務月報

民録 大審院民事判決録
刑集 大審院刑事判例集

vi



自転車事故の法律相談
目次

　はしがき ⅲ

　凡　　例 ⅴ

第１章　自転車の法規制
1 自転車の定義 2

自転車の定義／普通自転車

2 自転車の整備 5

自転車の整備／自転車の制動装置／反射器材等の設置／自
転車の警音器／自転車安全整備制度（TSマーク制度）

3 自転車の交通法規 8

自転車と道交法／自転車の交通方法の特例／軽車両として
の規制／その他、自動車と異なる法規制／自動車と同様の
規制／教則における指導

4 道路等の種類と定義 14

道路／歩道と車道／自転車道／路側帯／歩行者用道路／横
断歩道／自転車横断帯／車両通行帯

5 自転車が道路を通行する場合 18

通行区分、通行場所／通行方法等／歩行者との関係

6 自転車の横断歩道付近の通行 21

自転車が横断歩道を通過する場合／横断歩道の横断／信号
の遵守

vii



7 自転車の交差点進行 24

自転車の通行の原則／信号のない交差点を通行する場合／
右左折の方法／歩行者等の優先

8 自転車の歩道通行 27

自転車は原則的に歩道を通行してはいけない／例外的に自
転車の歩道通行が許される場合／歩道における自転車の通
行方法の規制／「自転車は歩行者と同じだ」という誤解

9 自転車の路側帯通行 31

自転車は路側帯を通行できる場合がある／自転車の路側帯
通行が許されない場合／自転車が路側帯を通行するときの
通行方法

10 合図・警音器・灯火 33

自転車の合図義務／警音器の使用／灯火義務

11 乗車人員・積載数量 38

道交法57条２項／自転車の乗車人員について／積載重量に
ついて／本問について

12 携帯電話の使用 41

携帯電話の使用に関する規制／運転者の遵守事項／公安委
員会の定める規則／都道府県の規則による規制

13 自転車と酒気帯び運転 45

自転車の道交法上の扱い／酒気帯び運転等の禁止／過労運
転等の禁止

14 事故を起こしたときの義務 47

救護義務・事故報告義務／保険契約上の義務／被害者への
対応

viii



15 歩行者が道路等を通行等する場合 50

歩行者とは／歩行者の通行方法（通行区分）に関する道交
法の定め／横断の方法に関する道交法の定め／その他の遵
守事項に関する道交法の定め／教則／遵守しなかった場合
の問題

第２章　自転車事故の損害賠償責任
16 自賠法の不適用 58

自賠法は自動車事故を対象としている／自転車加害事故に
は自賠法の適用がない／自転車加害事故に自賠法が適用さ
れない問題点／将来の課題

17 子どもの損害賠償責任 61

子どもに責任能力がない場合／子どもに責任能力がある場
合／子どもに責任能力があるかどうかの判断基準／子ども
の責任能力の有無が微妙な場合

18 親の損害賠償責任 65

未成年者に責任能力がある場合の親の責任／親の民法709条
の責任に関する判例／親の契約責任（債務引受や保証）

19 代理監督者の損害賠償責任 68

民法714条２項の代理監督者の責任／代理監督者とは／代理
監督者の責任の範囲／親の責任との関係

20 学校の損害賠償責任 71

民法714条２項と学校の責任／民法709条の責任／国公立学
校の場合／校外授業中の事故／学校を無断で抜け出し事故
を起こした場合／通学時の事故

ix



21 使用者責任の成立要件 76

自転車通勤と使用者責任／使用者責任成立の要件

22 使用者責任を負う範囲 80

自転車通勤と使用者責任／業務執行性の要件

23 会社のリクス管理 85

従業員が自転車通勤帰宅中の交通事故での会社の責任／自
転車通勤について業務執行性の有無を判断するための要素
／自転車通勤容認の場合のリスクを低減するためには

24 国家賠償請求 90

国家賠償請求とは／国家賠償請求の要件／責任主体／加害
公務員個人の責任／本問での解決

25 営造物責任 95

営造物責任とは／営造物責任の要件／責任主体／本問での
解決

26 看板・商品設置と自転車事故 99

自転車の歩行者に対する責任／看板等設置者の責任

27 歩行者が加害者の場合 101

はじめに／車道上の事故／歩車道の区別のない道路上の事
故／歩道上の事故

第３章　損害賠償の範囲と損害額の算定
28 損害額算定上の問題 108

賠償資力の問題／損害賠償の算定における問題点／過失相
殺と素因減額／後遺障害の認定の問題

x



29 物損 110

自転車事故における物損／修理費／買替差額／買替諸費用
／評価損／代車使用料／休車損害／雑費／営業損害等／積
荷等の損害／物損に関する慰謝料・ペットに関する損害

30 自転車加害事故と過失相殺基準 115

過失相殺とは／自転車加害事故と過失相殺基準／自転車加
害事故の過失相殺を基準化する難しさ／自転車加害事故に
おける過失相殺の考え方／自転車加害事故の過失相殺分析
の研究報告

31 歩行者と自転車との事故の過失相殺 119

歩行者と自転車との事故の類型化の必要性／歩道上・路側
帯上の歩行者と自転車との事故／横断歩道上の歩行者と自
転車との事故／車道上又は歩車道の区別のない道路上の歩
行者と自転車との事故

32 自転車同士の事故と過失相殺 124

自転車同士の事故と過失割合／自転車であることによる過
失の特徴／本問の場合

33 自転車の運転者が受傷した場合の過失相殺 127

はじめに／裁判例の検討／例外事例

34 加害者が子どもや高齢者の場合の過失相殺 130

はじめに／加害自転車の運転者が児童・高齢者であった場
合／当事者双方が児童・高齢者の場合／自転車運転者が幼
児の場合

35 ノーブレーキピストと過失相殺 133

自転車同士の出会い頭事故での過失相殺の原則／一方に一
時停止違反がある場合の過失相殺／ノーブレーキピストの
場合

xi



36 無灯火自転車と過失相殺 137

自転車の灯火義務／無灯火自転車の過失相殺における扱い
／自転車の無灯火を考慮した裁判例

37 片手運転等と過失相殺 139

同一方向に走行している自転車同士の事故の場合の基本過
失／自転車のハンドルにリードをつけての運転／本問での
考え方

38 積載違反と過失相殺 142

自転車同士の追突事故の場合の基本過失／自転車のハンド
ルに荷物をかけての運転・過積載等での運転／本問での考
え方

39 運転中のイヤホンの使用と過失相殺 145

イヤホンの使用について／警音器の使用について／本問に
ついて

40 サドルの高い自転車の運転と過失相殺 147

自転車の正しい乗り方／道交法による規制／本問について

41 被害歩行者側の修正要素 149

修正要素について／被害歩行者側の要保護者修正／歩道上・
路側帯上の事故における修正要素／横断歩道上の事故にお
ける修正要素／車道上又は歩車道の区別のない道路上の事
故における修正要素

42 被害者側の過失 153

自転車の二人乗りについての規制／二人乗りと過失相殺／
ヘルメットの不着用

xii



第４章　自転車事故と保険
43 自転車事故と保険 158

はじめに／個人賠償責任保険・同特約について／自転車保
険／TSマーク保険／本問の場合

44 個人賠償責任保険等 161

個人賠償責任保険の内容と契約形態／事故発生後の対応方
法／事故発生後の問題点

45 傷害保険 163

自転車運転者・搭乗者、歩行者に関する保険／障害保険の
種類／傷害保険の内容／傷害保険と損益相殺／人身傷害（補
償）保険／人身傷害（補償）保険と代位

46 TSマーク保険 166

TS マークとは／TSマーク付帯保険の内容

47 健康保険・労災保険 168

自転車事故と労災保険／自転車事故と健康保険／本問の場
合

第５章　自転車事故の刑事責任
48 交通切符制度 174

自転車に対する道交法上の罰則／交通反則通告制度とは／
交通切符制度（赤切符）とは

49 過失傷害罪・過失致死罪 178

自転車事故と犯罪／過失傷害罪／過失致死罪／裁判例

xiii



50 自転車事故と重過失致死傷罪 182

重過失傷害罪について／裁判例等

51 信頼の原則 188

信頼の原則の意義／自転車事故への適用可能性

52 心神喪失・心神耗弱 190

責任能力／心神喪失とは／心神耗弱とは／原因において自
由な行為

53 刑事手続の流れ 192

刑事事件の流れ／捜査／公判

54 少年が加害者の場合の手続 198

刑事未成年／少年法の適用／捜査段階の手続
少年審判手続／少年の刑事裁判手続

55 弁護人・付添人 203

弁護人依頼権／弁護人の役割／弁護人の選任（私選弁護人）
／付添人の選任

56 国選弁護人 206

国選弁護制度の拡大／被疑者国選／被告人国選／国選付添
人

57 被疑者になった場合の注意事項 209

出頭要請への対応／取調べに対する心構え／取調べの内容

58 被害者としての手続への参加方法 212

被害者参加制度／被害者参加の要件／被害者参加のための
手続／被害者参加人としての刑事裁判への関与／被害者参
加人のための国選弁護制度

xiv



第６章　紛争の解決方法
59 被害者からの相談 216

事故直後の対応／賠償義務者の特定／適用される保険の調
査／示談交渉／示談以外の解決方法

60 加害者からの相談 221

加害者の義務／保険について／賠償の解決

61 ひき逃げ対応 225

自転車と救護義務等／加害者が見つかったとき／加害者が
見つからなかったとき

62 示談の留意点 228

示談とは／示談の時期／示談の方法／示談交渉が成立しな
いとき／示談の無効・取消、再示談

63 示談代行 233

保険会社の示談代行／自転車事故における示談代行

64 相談機関 235

相談の必要性／相談の機関／紛争解決の機関

65 調停 237

調停とは／調停申立の方法／調停の特徴

66 調停以外のADR 240

ADR（裁判外紛争解決手続）／弁護士会の斡旋・仲裁手続
／司法書士会や行政書士ADRセンターの調停手続／日弁連
交通事故相談センターの示談斡旋／損保協会のADRセン
ターの紛争解決手続／自転車普及協会の自転車ADRセン
ターの調停手続

xv



67 少額訴訟 244

少額訴訟とは／少額訴訟の手続／少額訴訟を起こされた場
合／自転車事故と少額訴訟

68 執行 247

強制執行／不動産執行／預金等の債権執行／動産執行

69 訴訟 250

訴訟提起の手続／訴訟提起後の手続

　巻末資料 253

xvi



１　歩行者と自転車との事故の類型化の必要性

　過失相殺を考える場合には、典型的な事故類型をまずは念頭において検討
していくことが有用です。『別冊判タ38号』で新たに公表された歩行者と自
転車との事故の過失相殺基準においては、「歩行者と自転車との事故態様と
しては、基本的には、歩行者と四輪車・単車と同様の事故態様が考えられ
る」として、原則として、四輪車・単車を自転車に置き換えて過失相殺率が
基準化されています。
　これに対し、『過失相殺の分析』は、歩行者と自転車との事故の類型化に
つき、以下のとおり基本的な考え方を提示しています。すなわち、歩行者と
自転車との事故において過失相殺を行う際に基本となるのは、事故の当事者
である歩行者・自転車の規範違反の有無及び程度であると考えられます。歩
行者と自転車との事故においては、通行場所＝事故発生場所によって事故当
事者である歩行者・自転車にそれぞれ異なる規範が課されています。した
がって、一次的に事故発生場所により類型化すべきです。
　また、事故の当事者である歩行者と自転車の進行方向によって、それぞれ
の注意義務の内容及び程度が異なってくると考えられます。歩行者と自転車
の進行方向によって、相手方の発見可能性・回避可能性が異なるからです。
したがって、二次的に歩行者と自転車の進行方向によって事故を類型化すべ
きです。以上のような考え方に基づいて歩行者と自転車との事故を類型化す
ると、表のとおり［⇒123頁］となります。
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Q 私は歩行中に自転車にぶつけられてけがをしてしまいまし
た。けれども相手方は過失相殺の主張をしています。歩行
者と自転車との事故での過失相殺の基本的な考え方につい
て教えてください。

歩行者と自転車との事故の過失相殺



　以上の『過失相殺の分析』の考え方に対して、東京・大阪・名古屋・横浜
の各地裁交通部の裁判官による「自転車事故と過失相殺」（法曹時報62巻３
号645 〜 697頁）では積極・消極の見解が示されました。

２　歩道上・路側帯上の歩行者と自転車との事故

　『別冊判タ38号』では、歩道又は路側帯上の歩行者と自転車との事故にお
ける歩行者の基本的過失相殺率は０％とされています（同書【 87 】〜【 90 】
図）。『過失相殺の分析』でも、歩道上の直進進行中の自転車と交差方向から
進行してきた歩行者との事故、路側帯上の対向方向に進行する歩行者と自転
車との事故については議論がありますが、その他の類型では歩行者の基本的
過失相殺率は０％と考えられています。裁判例を見ても、歩行者の基本的過
失相殺率は０％とするものが多いようです。例えば、店舗から歩道上に出て
きた歩行者と歩道を直進進行してきた自転車が衝突した事案で、【大阪地判
平成19・３・28自保ジ1723号13頁】は歩行者に過失相殺を行っていません。
　ただし、道交法上自転車は例外的に歩道通行が認められており［⇒Ｑ８］、
道交法で許されているか否かにかかわらず現実に自転車が歩道を通行してい
る交通実態も存在します。また道路左側の路側帯においては道交法上も自転
車の通行が原則として認められており、歩行者と自転車の通行の混在が予定
されています［⇒Ｑ９］。そのため、歩道上・路側帯上の事故では歩行者も
事故の予防・回避につき注意を払うべきであったとして、一定の過失相殺を
行う裁判例も見られます。例えば、歩行者と自転車とが路側帯上で正面衝突
した事案【大阪地判平成10・６・16交民31巻３号866頁】では歩行者の前方不
注視・不適切な回避措置を理由に20％の過失相殺を行っています。
　『別冊判タ38号』（【 87 】〜【 90 】図）は、歩行者に「急な飛び出し」があっ
たような場合に、歩行者の過失を加算修正するとしていますが、過失相殺基
準は「典型的な事案を前提」としたもので、個々の事故態様に応じた柔軟な
解決の必要性も指摘されており（同書「はしがき」）、事案によってはそれ以
外にも歩行者に過失ありとされる場合があり得ることには注意が必要です。
同書でも「歩道を通行することが許されている普通自転車との関係では、当
該普通自転車が歩道の中央から車道寄りの部分を徐行しながら進行してお
り、歩行者がわずかに注意すれば事故を回避することが出来た場合には、若
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